
平成24年度事業計画 及び収支予算

総 説

平成 25年 11月末の新公益法人への移行期限を控え、本会は平成 25年 3

月末までに移行のための諸手続きを完了させ、同年4月 1日の登記により

一般社団法人に移行するべく準備を進めている。

このため、定款の全面改正を 7月の総会で行うとともに、 11月の秋の大

会を臨時総会とし、新たな制度による法人発足時の役員、代議員の選任を

行い、新法人への移行と同時に就任していただくこととした。また、今年

度の予算を認可申請の形式に合わせ新会計基準により作成した。

昌平橋ヒゃルの建替問題については、千代田区の 「外神田一丁目計画基本

構想」 のもと、本会以外の主たる区分所有者である住宅供給公社との具体

的な協議を続けており、できるだけ早期に事業の採算性を十分に考慮した

建替計画の基本的方向を確定することとしたい。

本会の運営財源の中核をなす事務室賃貸事業は、再び大口テナントが退

去したことにより、収入の大幅な減少を余儀なくされている。建替問題を

抱えながらのテナントの確保は、今後ますます困難を増し、市場の賃貸料

の低下傾向とあいまって、本会の財政運営に大きな困難をもたらしている。

このような状況のもとでスタートを切る本年度は、引き続き事業の一層

の効率的運営を図ると ともに、その内容について昨年度実施した事業と経

費の見直しに引き続き、今年度も理事長報酬の一層の削減、各種の行事の

参加費の引き上げと費用の削減など、更なる事業と予算の見直しを行ない

今年度の事業計画と予算を策定した。しかし、なお大幅な歳出超過を防ぐ

ことはできなかった。

昌平橋ピ、ルの建替え問題をひかえ、組織の永続 ・発展のためには財務体

質の強化を図る必要があり、年会費の見直しも早晩行なわざるを得ないの

ではなし 1かと思われる。
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事 業 計 画

I . 会 務

1. 定期総会、役員会等の開催

( 1 )定期総会を 7月に開催し、会の運営の方針を定めるとともに、定款

の全面改正を行う。秋の大会を臨時総会とし、移行認可申請に必要な

議案、移行後の役員選任議案などを提出する。あわせて懇親会を開催

し会員の交流・親睦を図る。

( 2 )会の事業の円滑な運営を図るため、随時、代議員会、理事会、常任

役員会、常任理事会を開催し、重要な案件を審議する。また、必要に

応じ相談役会を開催し、会の運営について意見や助言などを求める。

2. 役員等の改選

秋の臨時総会において新法人移行後の新たな理事、代議員及び監事の

選任を行ない、理事会で会長、理事長及び常任理事の互選を行う。

3. 会報及び会員名簿の発行

会員相互の交流、親睦に資するため、偶数月に交友会会報を発行して、

会の事業運営の状況、各主催事業の開催告知、会員の消息、都区政の動

向、各サークル活動の活動予定等を知らせるとともに、広く 会員からの

投稿を募集して編集掲載する。

会員名簿については今年度は発行年度ではないので、追補版を 10月に

発行する。

4.会員の慶弔

( 1 )長寿者に対する祝賀

白寿、米寿、喜寿を迎えられた会員を定期総会にお招きして、その

労をねぎらい長寿を祝福する。

( 2 )物故会員に対する敬弔

物故された会員に対しては、香典を送り 、謹んで弔意を表する。
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II. 行事及び事業

1.施設見学会の実施

会員の見聞を広めるとともに、その健康の増進に資するため、年 1回

施設見学会を実施する。

2.新年賀詞交歓会及び新入会員歓迎会の実施

1月に新年賀詞交歓会を開催して、新年を祝うとともに、会員相互の

親睦交流を図る。また、前年中に入会した新会員を新年賀詞交歓会に招

待し歓迎の意を表する。

3.相談事業の実施

会員及びその家族を対象として、毎月 、法律相談及び税務相談を実施

する。

4. その他主催事業の実施

会員の要望に即し、健康講座等を開催するほか、囲碁大会、麻雀大会、

ゴ、ルフ大会等を実施し、会員の交流と趣味の充実に資する。

5. 各種サークル活動への支援

会員の自主的な運営による趣味等のサークル(謡曲、 小唄、短歌、俳

句、麻雀、囲碁、研究会、 書道等)の活動を奨励して必要な便宜を供与

する。

1lI.公益事業

1.社会福祉事業等への助成

本会の社団法人であることの公益性に鑑み、社会福祉事業等を行う団

体に対し、寄付及び助成を行う。

2. 講演会の開催及び団体に対する後援

( 1 )今年度は新法人への移行準備のため講演会開催は中止する。

ロυ
ワ
4



( 2 )講演会のテーマ設定などに資するため、 日頃よ り都政等に関する調

査、研究を行う。

( 3 )財団法人東京都弘済会等友好団体の公益活動に対し後援 ・協力を行

フ。

IV. 交友会会館の維持管理及び事務事業の執行

1. 会館利用者及び賃借人の快適な利用及び安全と利便に資するため、随

時、施設の点検、整備を行い、 管理運営に万全を期する。

2.大都市退職者団体と友好関係を維持し、新公益法人制度移行に関する

情報の交換、協議等を行い、 会の発展のため共同して活動する。本年度

は横浜市主催で開催する。

3.昌平橋ビ、ルの建替問題について基本的方向の決定に向けた作業を行 う

とともに、事務室賃貸事業については、テナントの確保や滞納テナント

問題に積極的に取り組む。

4. その他、執行体制の整備を図り 、事務事業の改善効率化に努める。
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平成24年度収支予算書

I 一般正味財産増減の部 (単位 :千円)

科 目
当年度 前年度 増ム減

大 中 小 科 目

1 経常増 減の昔f¥

(1)経 p吊". 収 益 58， 158 67， 144 ム 8，986

①特定資産運用益 200 400 ム 200

特定資産受取利息 200 400 ム 200

②会 費 収 入 7，843 8， 168 ム 325

正会員 受 取 会 費 4， 191 3，900 291 

特別会員受取会費 830 830 O 

その他受取会費 2，822 3，438 ム 616

③事 業 収 益 42， 150 49， 992 ム 7，842 

施設賃 貸収益 39，000 47，000 ム 8，000 

車庫賃貸収益 2，800 2， 740 60 

貸室賃 貸収益 350 252 98 

④受取寄付金 1.022 400 622 

受取寄付金 1，022 400 622 

⑤雑 収 益 6.943 8， 184 ム 1，241

戸3ζ1. 取 手Ij '自じa、 l 4 ム 3

雑 収 益 450 50 400 

受取光熱水費 4，492 5，000 ム 508

受取共 益 管 理 費 2， 000 1，900 100 

受取福 利 厚 生 費 O 1，230 ム 1，230

(2)経 常 費 用 70，211 74，999 ム 4，788 

(1)事 業 費 61，966 61，227 739 

dzh =z 報 費 4，220 3，960 260 

表 立早ジ， 費 110 110 O 

慶 弔 費 1，320 1， 360 ム 40

諸 事 業 費 1，908 3， 000 ム 1，092 

総会 及大 会 費 3， 575 3， 763 ム 188

支払 寄付金 550 550 O 

役 員 報 酬 1. 152 778 374 

千支 員 旅 費 600 96 504 

京会 料 手 当 10， 150 10， 150 O 

旅費交通費 21 21 O 

福利厚生費 1，092 1，631 ム 539

退職給 付費用 1，865 1，864 

光 努L 水 費 6，600 6， 600 O 

共益管理費 2，800 2，800 O 

清掃委託費 1，250 1，210 40 

空調設備費 1，930 1， 930 ム l

総合管理費 1， 300 1， 300 O 
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科 目
当年度 前年度 増ム減

大 中 ノj、科 目

火災保険料 160 160 O 

地 イt 4， 330 4，330 O 

手旦 税 公 課 6， 000 11，000 ム 5，000 

修 繕 費 1， 600 2， 200 ム 600

改修工 事費 2，000 2， 500 ム 500

減 価 償 却費 4，087 O 4，087 

備消耗 品費 524 495 29 

通 信運搬費 260 263 ム 3

印刷 製 本 費 240 70 170 

賃 !正土日t キヰ 850 700 150 

手 数 キヰ 314 250 64 

雑 費 355 O 355 

委 託 費 383 O 383 

d3E2N Z 議 費 420 O 420 

② 管 理 費 8，245 13， 772 ム 5，527

役 員 報 酬 288 842 f'... 554 

役 員 旅 費 600 1， 604 ム 1，004

小J口4 料 手 当 4， 350 4， 350 O 

旅 費 父通 費 9 9 O 

福 利 厚 生 費 468 699 ム 231

退 職給 付 費 用 800 l 799 

備 消 耗品費 350 379 ム 29

通信運搬費 174 139 35 

印 刷製 本 費 160 330 ム 170

賃 f土日乞 料 150 300 ム 150

手 数 キヰ 6 50 ム 44

雑 費 355 3， 630 ム 3，275 

委 託 費 255 538 ム 283

ぷコ2=N 議 費 280 900 ム 620

評価損益等調整前当期経常増減額 ム 12，053

評価損益等計 O 

当 期 経常増減額 f'... 12，053 f'... 7，855 

2 経常 外 増減 の 部

(1)経 p吊y. 外 収 益 O 

経常 外収 益計 O 

(2)経 常 外 費 用 O 

経 常 外 費 用 言十 O 

当 期 経常 外 増減額 O 

税引前一般正味財産増減額 ム 12，053 

当期一般正 味財産増減額 ム 12，053 

一般正味 財産 期 首残尚 229，233 

一般正 味財 産期 末 残両 217， 180 
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E 指定正味財産増減の部 O 

当期指定正味財産増減額 O 

指定正味財産期首残同 O 

指定正味財産期末残荷 O 

E 正味財産期末残向 217，180 

0特定資産について

当事業年度における特定資産の見込は次のとおりである。

科 目 当期増加額 当期減少額 当期増減額

特 r疋ムー・ 資 産

退職給付引 当資産 100 O 100 

減価償却引当資産 5，000 O 5，000 

建物 改修引 当資産 1，000 O 1，000 

」 ー メ口ミ 言十 6， 100 O 6， 100 

(注) (1) 公益法人会計基準 (平成 20年 12月 1日適用)による。

事業費と管理費と の配賦基準を変更 したため、前年度予算額と の連続性のない費目が

ある。

(2) 従来の現金収支ベースの予算書から損益 (正味財産増減)ベースの予算書に移行した

ため、

①特定資産取得支出 (退手等引当預金支出)の表記がない。

このため、 上記に ro特定資産についてJを表示した。

②前期(後期)繰越収支差額の表記がない。

(参考)前期繰越収支差額見込額 52，244千円

(3) 参考と して、旧会計基準による数値を下記に表示 した。

(参考)旧会計基準による昨年度の数値

H 投資活動 収支の部

1 投資 活 動収 入 O 

(1)積立資産取崩収入 O 

2 投資活動支出 6， 100 

(1)特定資産取得支出 6， 100 

退職手当引当預金支出 100 

減価償却引当預金支出 5， 000 

建物改修積立預金支出 1， 000 

投資活動収支差額 ム 6，100 

国 財務活動収支の部

1 財務活動 収 入 O 

2 財務活 動支出 O 

財務活動収支差額 O 

IV 子' 備 費 支 出

1 予 備 費 支 出 1， 000 

当 期 収 支 差 額 ム 14，955 

前期繰越収支差額 10，000 

次期繰越収支差額 ム 4，955
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